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５．計算書類に対する注記

１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却について

什器備品は、定率法による減価償却を実施しています。

（2）資金の範囲について

資金の範囲は、現金及び預金（基本財産となるものを除く）であります。

なお、当期末残高は、3に記載のとおりであります。

（3）消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。




